






 
 

総務産業常任委員会 

先進地行政視察 顛末書 
 

 

 

 

 

日 時  令和５年２月８日（水） 13：00～15：00 

視察先  秋田県能代市（能代市役所、能代港） 

参加者  小梅委員長、小林副委員長 

飯田委員、室井委員、塚本委員、大門委員 

     中澤次長 

 

 



【説明概要】 
能代市においては、３つのエリアにおいて洋上風力発電事業が展開されている。 
既に運転開始している港湾区域内洋上風力発電「能代洋上風力発電事業」、一般海域

洋上風力発電では「秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖」及び「秋田県八峰町及び能代

市沖」の２海域となっている。 
 
 
〔経 過〕 
 ①能代市洋上風力発電事業（港湾区域内） 

・平成２６年１２月  秋田県が事業者公募を実施。 

・平成２７年 ２月  丸紅㈱が事業者として選定。開発可能性調査を開始。 

・平成２８年 ４月  丸紅㈱が設立した特別目的会社「秋田洋上風力発電㈱※１」に 

秋田県内７社を含む１２社が出資参画し、共同調査となる。 

・令和 元年  秋  開発可能性調査終了。 

・令和 ２年 ２月  融資契約締結・着工。 

・令和 ２年 ９月  能代市内の建設会社８社が、地元に波及効果をもたらすため、 

           「日本海次世代エネルギー協議会※２」を設立。 

・令和 ４年１２月  能代港で商業運転開始（４，２００ｋＷの風車を２０基設置）。 

 

※１  丸紅、大林組、東北電力、コスモエコパワー、関西電力、中部電力 

地元企業（秋田銀行、大森建設、三共、加藤建設、寒風、協和石油、沢木組） 

※２  ㈱能代資源、田中建設㈱、大森建設㈱、幸和機械㈱、㈲沿海潜水調査、中田建設㈱、 

    成田建設㈱、能代電設工業㈱ 

 

 

 

 ②秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖（一般海域） 

・令和 元年 ７月  「既に一定の準備段階に進んでいる区域」に指定。 

           「有望な区域」に指定。 

・令和 ２年 ７月  「促進区域」に指定。 

・令和 ２年１１月  国（経産省・国交省）による事業者公募の開始。 

・令和 ３年 ５月  事業者公募の締め切り。（５事業者より計画提出） 

・令和 ３年１２月  事業者選定。 

事業者名：秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド 

構 成 員：三菱商事エナジーソリューションズ㈱、三菱商事㈱、 

㈱シーテック 

事業概要：着床式洋上風力発電（１．２６万ｋＷ×３８基、ＧＥ製） 

 



    （以下予定） 

・令和 ８年 ２月まで 開発期間  ※約４年 

（風況・海底地盤・漁業影響調査、環境影響評価など）。 

・令和 ８年 ３月   着工。   ※約３年 

・令和１０年１２月   運転開始。 

 

 

 

 ③秋田県八峰町及び能代市沖（一般海域） 

・令和 元年 ７月  「既に一定の準備段階に進んでいる区域」に指定。 

・令和 ２年 ７月  「有望な区域」に指定。 

・令和 ３年 ９月  「促進区域」に指定。 

・令和 ３年１２月  国（経産省・国交省）による事業者公募の開始。 

・令和 ４年 ３月  事業者公募の中止（延期）。 

・令和 ４年１２月  事業者公募の開始。 

 

    （以下予定） 

・令和 ５年 ６月  事業者公募の締め切り。 

 

 

 

〔質疑概要〕 
Ⅰ．事前対応 

質  漁業者を始めとした地域住民への理解（地域での勉強会の開催等）をどう進 
めたのか？ 

答  県が中心になり、平成２５年度から実施。年に数回の説明会のほか、広報で 

特集を組むなどして市民に周知した。 

 
質  住民に対しての騒音や低周波等の影響について、説明はどのように行ったの 

か？ 
答  事業者に委ねた。ガイドラインで規定を設けた。基礎杭の打設に伴う騒音 

（２㎞離れたところまで聞こえた）について、事業者から周知するよう要望し 

た。 

質  景観への影響をどう考えるのか。景観の面から、沖合２０㎞程度への設置は 
可能か？ 

答  景観とは関係ないが、水深によって浮体式の可能性も有り得る。東京ガスで 

は、福島沖２０㎞に風車設置を発表している。 

 



質  海流や漁業資源への影響について、チェック体制が出来ているのか？ 
答  実務者会議を設置し、事業者主体でチェックを行っている。 

 
質  洋上風力発電に係る資機材は、地元の港湾で受入れが可能だったのか？ 
答  能代港での港湾区域内風車の建設には間に合わなかった。後に基地港湾の指 

定を受けたので、今後における風車建設工事には対応可能である。 

 
質  住民からの反対運動はなかったのか？ 
答  反対派は一部あったが、運動までは発展しなかった。調査では「応援する」 

が５０％、「反対」はごく少数で、それ以外は「無関心」な状況であった。 

 
 

Ⅱ．地元還元 
質  固定資産税や償却資産税は、どの程度の金額が自治体の収入になるのか？ 
答  現時点では把握できていない。固定資産税が大きく増額になると、再エネ特 

例により交付税が減額される事も加味しなければならない。 

 
質  基礎工事等、地元業者の施工はあるのか？ 
答  陸上送電ケーブルやダイバーの仕事等は、地元の業者に発注されることも有 

り得る。 

 
質  地産地消エネルギーとして、地元での優先活用は可能か？ 
答  地元での優先活用は難しい。事業者から、令和１０年度より余剰電力を活用 

した水素製造の提案があった。 

 
質  新たな雇用の創出としての地域貢献はどの程度あったのか？ 
答  ３０人超の地元雇用があった。メンテナンス会社は、社員８人のうち半分を 

地元から採用したほか、地元の工業高校で会社紹介や説明会を実施している。 

 
質  売電収入の１％地域還元はあるのか？ 
答  「能代市、三種町及び男鹿市沖」の事業では、０.５％を自治体と漁協に還 

元する事になっている。 

「八峰町及び能代市沖」の事業では、別な計算式が取り決められている。 

 

質  地元での電力使用に対応するための蓄電器はあるのか？ 
答  蓄電器は無いが、災害時の協定でＥＶ車に蓄電して、避難所などで活用する 

ことになっている。 

 



質  洋上風力での恩恵を地元にどう還元されているのか？ 
答  ホテルや民宿は、工事関係者の宿泊が増えている。 

 

 

Ⅲ．運転開始後 
質  漁業に対して影響は出ていないのか？ 
答  現時点では聞こえてこない。 

メンテナンスなど漁協にも一定の仕事の依頼がある。 

 

質  騒音や低周波被害は無いのか？ 
答  伺っていない。 

 

 

Ⅳ．その他 
 
   〇 国は、将来的にエネルギー全体の３６～３８％を再エネで賄うことを目標にし

ている。 
   〇 持続可能なまちづくり支援のため、令和４年７月に全国市町村協議会を立ち上

げ、ネットワークづくりを進めている。 
   〇 将来的には風車等のメンテナンスを行う人員が不足すると見込まれている。 

〇 能代港の国の直轄事業は８５億円規模。秋田県の場合、水深がマイナス１２ｍ

より深いと国が事業実施する。能代港の埋め立ては、県が６０億程度支出。 
 



（写真）

（能代市役所　会議室）

（能代市議会　議場、傍聴席）

（能代市役所　庁舎入口）




